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1は じ め に
日本の造船業 をめ ぐる経営環境 は,第2次 世界大戦前 とその後 とでは一変
した といわれている。市場環境 としては,戦 前の艦艇 を中心 とした軍需や 日
本船主からの注文 を主 とした国内市場依存型か ら,戦 後 は輸出を中心 とした
海外市場依存型へ と転換 したこと,ま た技術環境 としては,戦 前の鋲構造か
ら戦後の溶接 ブロック建造への移行 という,建 造工法上の技術革新が挙 げら
れる。 日本の造船業が この市場や技術 の変化に,と りわけ後者 の変化に素早
く対応 しえたことが,戦 後の急速 な発展を可能 とした ということについては,
これまでの研究によって,大 方の合意 をえているものと思われ る。 その際に
問題 となるのは,そ のような変化に対する対応能力を日本 の造船業 はどの段
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階で形成 しえたのか,と いうことである。筆者が別稿で紹介 し検討 したよう
に,こ れをすべて戦後の復興 ・再建過程 に求 めるのか,あ るいは戦前 までに
ユラ
蓄積 された技術的レヴェルに求 めるのかは,論 者によって異なる。
本稿では,戦 後技術への素早い対応を可能ならしめたのは,終 戦にいたる
までに日本造船業が獲得 した技術水準,と りわけ建造工法上の到達度合いに
あるのではないか という視点か ら,戦 時(太 平洋戦争期)に おける商船の建
造 を検討課題 としたい。具体的には戦時標準船(以 降,簡 略表現 として戦標
船 とも記す)の 建造を取 り上げてい くが,そ の理由はこの量産化 された戦標
船の建造が戦前の日本造船業で到達 された工法上のいわばピークをな してい
るとみられるからである。以下i次 節では,戦 標船 の建造 をめぐる経緯 とそ
の建造実績 を簡単 に紹介する。第 皿節では,戦 標船の量産化を可能 としたと





商船の建造 をめ ぐる統制 と関係団体 について,そ れ も行論 に必要な限 りでの
言及 にとどめたい。
政府 による海事統制が始 まる以前,商 船の建造注文 は,当 然のことなが ら,
個々の注文主 と各造船所 との自由な交渉 と契約に委ね られていた。そのおお
よその有 りさまは,つ ぎのような ものであった。




「従来船主が新造船 を造船所に注文 したい時は船主 より要 目を示 し之 に
より造船所では大体 の計画を立て3船 の重要寸法,速 力,貨 物積載量,
機関の種類及び馬力等を出 し之により船価の見積 りをや り之を船主に提
示 し種々の曲折 を経て契約が決 まるのである。造船所 は造船契約が締結
せ られると直に詳細なる製図 に着手 し所要鋼材 その他の資材の寸度別の
調査 をな し直ちに発注する。……次に細かい設計 に着手すると共に注文
材料の到着 と相応 じ工場 に出図 し,工 場では其の図面 に従い漸次製造に
2)
着手す るのであ る。」
引用 にも明 らかなように,統 制が始 まる以前,平 時の商船 の注文 はおおむ
ね一隻 ごとの個別注文であり,造 船所 は契約成立 ごとに詳細 な設計図面を作
成 し,資 材 と部品 を調達 し,そ れを船台で組み立ててい くという,典 型的な
受注生産をおこなっていた。 このような造船業 に対 して,昭 和14年(1939)
9月以降 臨時船舶管理法によって,新 造船 に際 しては事前に逓信省の承認
を受 けることが規定 されたが,こ れが新造船に関する統制の始 りとい認 。
この事前承認制 は,翌15年2月の海運統制令により逓信大臣の許可制 とな り,
の
統制が強められた。 このように事前の承認や許可が必要 とはいえ,建 造 され
る船舶 についてはなお船主の希望な り裁量 なりの余地が働 き,ま た造船所 も
それに対 して従来の個別注文的な方法で対処 しえた。 もっとも,こ の時期 ま
でに,強制ではなかったが,建造 され る船舶の一定割合 は,す でに船型,構 造,
の
主要性能な どを標準化 した船舶 によって占められていた。 この平時における
2)斯 波孝四郎 『戦力造船』文松堂,昭 和19年,63頁。
3)郵 政省編 『戦時海事行政史』 日本海事振興会,昭 和38年,51頁。
4)同 上,51-52頁。
5)こ の標準船型の占める建造割合 は,臨 時船舶管理法制定の時点(昭 和14年9
月)で,全 国造船所の手持ち工事隻数のうちおよそ3分 の1を 占めていたが,
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標準船型 は,船 舶改善協会が中心 となって昭和14年4月に選定 した ものであ
るが,後 述するとお り,こ れ ら船型 は戦時標準船(第1次)の原型 となった。
一一方,海運業への政府統制は,昭 和12年(1937)9月に制定発布,翌10月
に実施 された臨時船舶管理法によって,お もに海外への船舶売却を規制す る
の
こと(事 前許可制)か ら開始 された。 しかし,太 平洋戦争直前にいたるまで
は,運 賃や用船料な どに関 して海運業者 による自治的な統制 とそのための機
関である海運 自治統制委員会(昭 和13年4月結成)に 委ね られる部分が多か
7)
った。
このような,造 船,海 運に対す る比較的緩やかな統制体制が一変するのは,
太平洋戦争をまちかにひかえて開かれた昭和16年8月19日の閣議 における,
戦時海運管理要綱の決定であった。同要綱では,戦 時海上輸送 を完遂するた
めに,船 舶 と船員の徴用をお こない,ま た主要造船施設の管理 と船舶 の建造
計画 を国がお こなうことを,つ まり一言でいって海運造船の一元的な国家管
S)
理 をお こなうことを決定 した。 この要綱にもとづ き,具体的な法的整備の準
管理法制定以降その比率 はさらに増 していったという。小野塚一一郎 『戦時造船
史』 日本海事振興会,昭 和37年,10頁。
6)船 舶運営会 『船舶運営会会史』(前編)上,昭 和22年}2-3頁。
7)と はいえ,海 運への統制が強化されなかったわけではもちろんない。 とくに
日中戦争の長期化 と戦線の拡大 とともに,昭 和15年11月には,政 府の輸送計画
にもとつ く指定物資の運搬 を専門に担当する運航業者の組合 として,海 運中央
統制輸送組合が海運統制委 員会(昭 和15年5月に海運自治統制委員会を改称)
から分離 して結戊 された。 これ以降y政 府指定の物資は,管 船局の指示の もと
に同組 合が公定運貨で運搬するようになった。そのために,[荷主は従来の如 く
運航業者 と直接契約は不可能 となり尚指定物資以外の…般物資の輸送に付ても




備が進められたが,海 運 に関 しては,昭 和17年3月25日制定公布 された戦時
海運管理令,同 施行規則が国家管理の骨格 を形成 した。 この法令 によって,
国家使用船の運営は特殊法人 として設立 される船舶運営会があた り,海運業
者 は所有船舶の貸船料(用 船料)を 運営会から支給 されることになった。い
わば運航業者がすべて貸船業者へ と業態転換することになったので瀦 。
他方,造 船に関 しては,17年(1942)5月15日に改正がなされた海運統制







逓信大 臣が主務大 臣 として 「海運 関係 業者 に対 し規格 を指定 して船舶 等 の
製 造 を命 じ」 るために は,規 格 その もの をあ らか じめ定 めな ければな らない。
いわ ゆる戦 時標 準船 の建造計画 について は,こ の海運 統制令 の改正以前 に,
す でに具体 的な決定 をみ ていた。す なわち,昭 和17年1月 の閣議 において,
前年12月に設立 され た産 業設備 営団 を発注機関 として標準船 の注文 な らびに
生産施 設 の必要 な拡充 をお こな うことが決定 され,17年5月12口 にはその細
9)「 船舶運営会に於ては自ら被使用船舶其の他の船舶を借 り入れ其の使用権 を
総て取得 して之を運航するのであって従来の運航業者は自ら運航船舶 を保有せ
ざる結果単に船舶所有 者の地位 を保 有す るに過 ぎざる事 となった」。船舶運営
会,前 掲書,(前編)L,9394頁。なお,戦 損や海上事故 その他による損失な





目が閣議決定 された。その主な骨子 はつぎの とお りである。
①標準船建造計画の主務大臣を海軍大臣 として,計 画にしたがって産業設
備営団が標準船の発注 を造船所 に対 してお こなう。
②海軍大臣は標準船 の建造 を造船所に命令す る。
③標準船の建造船価 は原価計算を基礎 として規準価格 を政府が決定する。
④産業設備営団 は運賃,用 船料 を基礎 として算出 した政府決定の採算船価
をもって運航業者に譲渡する。
⑤建造および譲渡価格の差 によって生 じる産業設備営団の損失 は政府が補
償す る。
⑥造船造機施設 の新設拡充工事費のうち民間業者が負担 しえない ものは産
業設備営団の負担によって建設 しy業 者 に貸与する。損失が発生 した場
合 は,政 府が補償す る。
さきに船舶の運航 において船舶運営会が従来の船会社に とってかわったの
と同じく,造船所への船舶の建造注文 も産業設備営団が船会社 にとってかわ
り,し か もその注文船型 は従来のような船主の要求 に応 じて一船 ごとに設計
を変 えるので はな く,政府決定の戦時標準船型 となったである。それゆえ,
造船市場をめ ぐる船主 と造船会社 との直接的な受注関係 はここに失われ,か
わって産業設備営団が戦時標準船を発注 し,建 造 された船舶 はこれを船舶運
12}
営会が船主にかわって運航す るという体制があらたに形成 されたのである。
か くして,い まや船舶の建造 は,船 腹需給の市場的な関係 を離れ,政 府 の
総合的な物動計画にもとつ く建造計画によってお こなわれることになったが,
11)以下 の叙 述 は,小 野塚,前 掲 書,23-24頁に よ る。
12)さ らに昭和20年6月 に は,産 業 設 備 営 団 注 文 の,7月1日 以 降竣 工 の戦 標 船
の監 督,受 渡 事 務 い っ さい は,船 主 に か わ って船 舶 運 営 会 が執 行 す る こ とにな
り,こ の方 式 は終 戦 後 も し ば ら く継 続 した。 船舶 運 営会,前 掲 書,(前 編)下,
85-86頁。
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その建造計画の執行機関 としては海軍省 のなかで も艦政本部があたることに
なった。すなわち,17年5月のさきの閣議決定 を踏 まえて,17年7月29日の
勅令 により,長 さ50メー トル以上の鋼船 の製造 ・修繕 に関する事項 は逓信大
臣か ら移 されて,海 軍のr_'となっ晃.こ れは濫 艇 と離 との工事謹 や
資材 ・労力の調達の関係か ら,計 画造船 を強力 に推 し進 めるには,鋼 船建造
事務 を逓信省か ら海軍 に移管する必要があったためである。 これにともない,
計画造船 の事務 も,逓 信省の外局 として設立 された海務院から海軍の艦政本
部へ移管 されることになった。艦政本部では,「商船部長」が置かれ,ま た総
務部 には 「商船班」が置かれ,商 船部長の命 を受けて造船事務 を管掌するこ
14)
と に な っ た 。
皿一2戦 時標準船の建造実績
上 に述べたような経緯 を経て建造 されることになった戦時標準船 は,ど れ
ほど建造 されたのであろうか。 まず最初に,第1表 で,こ の戦標船 も含めた,
戦時における商船の建造推移 をみてお こう。
日本の商船建造高 は,第1次 大戦終結直後の大正8年(1919)にはおよそ
61万総 トン(進 水べ一ス)と,イ ギ リス,ア メ リカについで世界第3位 の地




勃発後の閣議決定 を経て,17年2月の勅令により,鋼 船造船事務の一部,つ ま
り①船舶用の主要資材の需給調整,お よび②海軍管理工場内における艦艇 と商
















長 さ50メー トル以上 の鋼船。昭和20年度 は終 戦 までの建造数
値。()内 の数値 は新造船 の内船舶運営会使 用隻 数な らび に
使用 トン数。
資料:小 野塚一一郎 『戦 時造船史』135137頁。お よび船舶 運営
会 『船舶運 営会会史』前編(上),237-238頁。
後徐々に回復 しsと くに満州事変以降 は活況 ともい うべ き様相 を呈 し,太 平
洋戦争直前 には48万3千総 トンと,第1次 大戦期以来の高水準の記録を達成
した。 しか し,第 重表にみるように,太 平洋戦争期前後の,昭 和16年度およ
び昭和17年度に,建 造高 は落込んだ。 これは,16年度後半か ら17年度前半に
かけて,戦 前の個別船主による既契約分で戦時に入って も建造の継続が認 め
られた船舶(続 行船 と称 した)の 建造消化が,割 当て鋼材の不足 もあってな
エらラ
かなか進捗 しなかったことがおもな原因であった。その後,戦 標船への建造
の切換 えが進み,ま た鋼材や人 員の手当 もなされることで,昭 和18年度には
15)海軍 が この続 行 船 の処 置 に手 を や い た こ とにつ い て は,西 島亮 二 氏 に よ る小
野 塚,前 掲 書 へ の メモ(12頁)を 参 照 。 西 島氏 は昭 和15年10月よ り戦 時 艦 艇 関
係準 備 の ため に艦 政 本部 に勤務,昭 和16年末 に閣 議 決 定 で 商 船 建 造 事務 の一部
が海 軍 に移 行 して(前 掲 注13)を参照)以 降18年3月 に艦 政 本 部 を去 る(呉 海 軍
n廠造 船 部 に転 属 す る)ま で,戦 標 船 建 造 計 画 のt務 者 で あ っ た。 同氏 は小 野
塚 氏 よ り寄贈 を受 け た 『戦時 造船 史1に 対 して,詳 細 な コ メン トを付 した メ モ
げ 書 き)を 同書 に添 付 し,戦 標 船 建 造 計 画 の 当 事者 と して の意 見 を披iさ れ
て い る,,以卜,西 島 メモ(Xｬ')と して これ を引用 す る。 な お,()に 記 入 し
た 頁数 は小 野 塚 氏 の一菩作 の 頁数 で,そ こ に添付 され た メモ を示 す もの ピ4る 。
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112万4千総 トンと,は じめて100万トンの大台 を超 え,19年度 に はさ らに150
万総 トン と,過 去 の建 造高 ピー クの お よそ2、5倍の建 造 高 を記録 した。 この
間,第1表 にみ る とお り,新 建 造 の うち船舶運営会 に回 され る船腹 も増加 し
た。 すなわち,17年度 には軍 用徴 用船 が多数 を占めたため,運 営会使 用船腹
は船腹 量 で新造船 の2割 程度 であ ったが,物 動輸送 の逼迫 と ともに使用船腹
は増大 し,18,19両年度 にはそれ ぞれ新造船 の65パーセ ン トと97パー セ ン ト
16)
に達 した。その後,昭 和20年度(終 戦 までの期間)に は,16万トン余 りへ と
急落するが,こ れ は設計の頻繁な変更,造 船施設の破壊 などに加 え,材 料y
人員の極度の不足 によるものであった。以上述べた建造高の推移か らも明 ら
かなように,戦 時の,と くに18年度か ら19年度の2力 年間の建造高は,そ れ
までの 日本 の造船業にあっては群 を抜 く記録的なものであ り,戦 後になって
この水準 を超 えるのは第1次 輸 出船ブームを迎 えた昭和31年(1956)のこと
であった。
それでは,戦 時中,ど のタイプの戦標船が どれほど建造 されたのであろう
か。第2表 は,戦 標船の竣工実績 を示 した ものであるが,対 象を貨物船 と油
槽船 に限ってお り,軍 用特殊船や漁船などは除外 してある。 ここで,あ らか
じめ戦標船に関する略記号 を簡単 に説明 してお こう。戦標船 は4次 にわたっ
て船型の設計がお こなわれ,そ れぞれを区別するために第1次 か らはじまっ
て第4次 にいたる次数の区分がなされた(た だし,第4次 戦標船 は計画 され
ただけで,終 戦 までに竣工 した船舶 はない)。船型の数 は次数によ り異なる
が,ア ルファベ ッ ト1文字でAか らFま での記号は貨物船を表わ し,船 型の
大 きさ順(大 一ナ小)と なっている。 また,Kは 鉱石船,Tは 油槽船を意味 し,
後者の油槽船の大 きさはL,M,Sに よって区分 けされ,TL ,TM,TS
の降順 となっている。 さらに,戦 標船 に搭載された機関 は種類が統 …されて
お らず,主 機 を区分す る必要がある場合 に応 じて機関記号が添字 として付 け
16)船 舶 運 営 会,前 掲 書,(前 編) .ヒ,234頁。
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第2表 戦時標準船建造実績(竣 工べ一ス)



































































































































*A型 貨物 船 を油槽船 に切 り換 え。
資料1小 野塚,前 掲書,139141頁よ り作成。
られた。Tは ター ビン,Dは デ ィーゼル,RSは 蒸気往復 動機関 をそれ ぞれ
表 わ した。
上掲 の第2表 か ら明 らかな ように,戦標船(貨物船 と油槽船)は全体 で1,011
隻,お よそ260万総 トンあま り建造 され たが,こ れ は太平洋戦争期 間中の長 さ
50メー トル以 上 の鋼 船 の竣 工 高 の合 計 で ある,約337万総 トンの4分 の3以 上
に相 当す る。 その うち第2次 戦標船が全体 の7割 を占め,戦 標船 の中心的 な
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船型であったことがわかる。 とりわけ,総 トン数では遠洋貨物船の2Aが,
また隻数では近海航路用の貨物船2Eと 油槽船2TEが 大量建造 された
。そ
の他 の戦標船型 では第1次 戦標船が全体の3割 近 くを占めたがa第3次 戦標
舳 こいたってはご く僅かの船鋤 母建造 されたにすぎない.な お樋 別砕こみる
と,乾貨貨物船 は戦標船建造高の3分 の2 ,残 りは油槽船によって占められ
た。 さらに航行区域別の船型 でみると,遠 洋向けは隻数では25パー セン トで
しかなかったが,総 トン数では64パー セン ト近 くを占めていた。
このように戦時に入って短期間のうちに大量建造 された戦標船であったが,
そのような量産が可能 となったのには,大 きくわけてa4つ ほどの要因が挙
げられよう。第一 は造船施設の拡充,第 二 は船型 の規格化(簡易化),第三 は
量産に適 した工作法 の開拓,そ して第四 は建造に関する技術交流である。以




計画を担当 した艦政本部 の関係者の記述内容が異なるために,正 確なフォロ
ーはむつか しい。ただ しs各造船所の拡張 と新設の結果 については,そ の評
価 ともども内容が一致 している。 したがって,以 下の記述 も,施 設拡充の経
緯については関係者の記述が齪館 をきたさない事項 に限って言及 し,そ の結
果 に関する関係者の評価 を紹介する,と いうことにとどめたい。
対米開戦 を決意するにあたり,海軍省軍務局が戦争遂行 に必要な商船建造
高 として要望 したのは,開 戦初年度が40万,第2年度が60万,第3年 度が80
万各総 トンであった。軍務局 は,日 本の建造能力で この建造高 を達成するこ
とが可能かどうかを艦政本部 に極秘 に諮問 したが,同 本部では,艦 艇への建
造能力の振 り分けを現状のまま3分 の1程 度 にとどめれば可能 という回答 を
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第3表 造船所の拡充計画(昭 和18年度)





































資 料=牧 野 ・福 井編 『海 軍 造 船技 術 概 要』下 巻,1568-1569
頁。
与え裂.艦政本部では,徽 への建造能力増大が必要な場合には輝 工廠の
拡張 によって対処 し,当面要望される商船建造高には造船工事の簡易化 と既
設造船所の拡充をもってあた り,造船所の新設 は戦後経営の観点か らこれを
極力避 ける方針であった。 そして この艦政本部 の方針は,少 な くとも昭和17
年度の終わ り(昭和18年3月)ま で は堅持 されたようである。同年度中に計
画 され,翌 年度以降継続 となった既設造船所の拡充 について一覧すれば,第
工7)西島 メモ(240頁)。以 下 断 りの な いか ぎ り,同 頁 の メモ に よ る。
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きく転換 されることになった。 とくに昭和17年6月の ミッ ドウェー海戦で制
海権 を失ってか ら商船の喪失が急増 し,同 年10月以降は月々10万総 トンの喪
糧 を超 えるのが常態 となっ兇.こ の船舶喪失量の急増 を受 けて,昭 和18年
3月には建造計画 も大幅に上方修正 され,建造 目標 は昭和18年度 は120万総 ト
ン・さらに19年度 は18・万総 トンとなっ裂.艦政本部 は,この建造 目標翻 こ
は造船所の新設が不可欠 と判断 し,結 果的には,二 つに類別できる造船所群
の新設に関係することになった。そのうちの一つは,昭 和17年12月に決定 さ
れた,改E型 船 の専用工場の建設であった。簡易造船所 と呼ばれることにな
るこれ ら工場 には,最 初 の計画段階でつぎの三つカ§選定 さ瀧 。
18)船舶運営会,前 掲書,(前編)上 ,248頁。ちなみに,開 戦以降昭和17年9月
までの,海 難 を含めた貨客船の喪失量 は,月 平均およそ5万5千 総 トンであっ
た。
19)牧野茂 ・福井静夫編 『海軍造船技術概要』(下),今 日の話題社,昭 和62年,
1568頁。
2⑪)西島メモ(248,476頁)および牧野 ・福井編,前 掲書(下),1565頁。播磨,
三菱 と並んで,川 南工業が選ばれたのは,同 社 の社長である川南豊作氏が改E
型船の建造計画の発案者であったことによる。なお,改E型 船専用工場 として
は,こ のほかに東京造船所があ り,そ の技術指導には石川島重工業があたるこ
とになった。 しか し,こ の東京造船所 はもともとは,海務院が特殊油槽船の建
造のために建設 していた造船所で,後 に改E型 船の専用工場 に追加 されたもの
であ り,最 初の計画には含 まれてはいなかったという。西島メモ(468,470頁)
および石川島重工業 『石川島重工業株式会社108年史』昭和36年,465-466頁。
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もう一方の造船所の新設 は,上 記 の簡易造船所 よりは大規模なもので,工
場施設,立 地 ともに恒久的な造船所への転換 をはかれるように計画 された。
ただし,造 機工場 は下記の日立神奈川の造缶工場以外 はさしあた り並置され
る予定 はなかった。具体的な造船所名 とその建造 目標 とを掲げれば,つ ぎの
21)













このような造船工場 の拡張や新設の効果 はどうであったのであろうか。 ま
ず,既 設造船所については,そ の 「能力ハ,量 産二適スル如 ク拡充セバ,嘗
テ考エラレタヨリ遙 カニ大キナ造船能力ガ得ラレ」たため・「造q22)ガ耀 従
来 ノ2倍 以上二飛躍 シタ」 というほ どの成功 を収 めることがで きた。また,
改E型 船の簡易造船所 について も,工場施設の簡素なことおよび後に触れる
工法上の革新 により,「兎二角量産二成功 シ,造 船作業ニーツノ 『エポック』
ヲ画 シタ」 と評価 されてい署。 これに対 して,大 規模 な造船所の轍 計画は
所期 の 目的 を達成 す る ことがで きなかった。 はや くも昭和18年末 に は,原 材




料供給の制約か ら,計 画その ものが大幅 に縮小 され るにいたった。すなわち,
三菱広島および日立神奈川の新設工場 は施設規模 を半減 して,操 業の早期実
現を目指す ことになった。 また,浦 賀四 日市,三 井安芸津については規模 を
4分の1に 縮小 し,同 じ く早期操業 を目指 した。 さらに,川 南香焼島第3ビ
ル ト腱 造が中止畝 第2ビ ル トまで ということになっ契.し か しなが ら,
このように当初規模 を大幅に縮小 しながらも,完 成 は大 きく遅れ,こ の結果
大型新造船所が戦時中にその能力を充分に発揮することはほとんどなかった。
すなわち,「三菱広島,日立神奈川ノ如キ,第四部関係拡充資材 ノ半二近イモ
ノヲ投入 シナガラ,終 戦迄二完成 シタ船ハ,A型 船10隻二満 タズ,其 他川南
第三 『ビル ト』,浦賀四 日市,三 井造船安芸津,長 府船渠,日 本鋼管清水等
モ,何 レモ戦力化セザルカ,或 ハ戦力イヒスルコ 瞳 少デアッ勤 。
か くして,大 規模な造船所の新設計画 は,当 時の資材の供給力な らびに土
木技術 の水準で は,短 期間で達成することは困難であ り,計画 は失敗 したと
いえる。 それに対 して,建 造能力 として実際に役立ったのはs既 存の大手な
らびに中規模造船所の拡充 と,改E型 船専用 に造 られた簡易造船所であった。
それゆえ,戦 時標準船の多量建造 は既存の産業構造や立地 を大 きく変えるこ
とな く遂行 された といえるがi次 節ではそれを可能 とした要因の一つ と考え
られる船型 の規格化についてみてみよう。
皿一2船 型の標準化 と簡易化
組立産業における大量生産 の歴史を顧 みると,量産 システムの確立のため
には,生 産種類 を限定するとともにy部 品を規格化 して製品の標準化をはか
り,ま た設計をできる限 り簡素化することが必要であった。戦時造船 におけ
24)同上,1582頁。
25)同 上,1590頁。 な お,造 船 施 設 の 拡 充 に費 や され た経 費 は約10億円 で ,使 用
され た鋼 材 は7万 トンに及 ん だ。
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る多量生産 は,標 準型船の設計 とその簡易化 とい う形 をとった。 ここでいう
標準船 とは,船 体,機 関,蟻 装品な どの形状や構造を規格化 し,同一資材や
部品 を使用するよう設計 された船舶であ り,工期の短縮,工 費の低廉 をもた
らす という意図か ら発想 されたものである。その起源 は,お そ らく第.__.次大
戦中の米英政府が建造 した戦時標準船 に求め られよう。日本で もそのような
標準船 を建造 しようとす る最初の試みは,第 一次大戦末期の大正7年(1918)
3月になされ,こ の時政府 は標準船型調査委員会 を設置 し,標 準船型の大綱
26)
を決定 した。 しかしなが らy休戦 のためにこの大綱 は具体化するにはいたら
ず,標 準船 は仕入船(ス トックボー ト)というかたちで,川 崎造船所や大阪
鉄工所 など民間造船所によって建造 されることになった。標準船建造のつぎ









このようにして採択 された標準船型 は,そ の選定の時期からしても,戦 時
の標準船へ と移行 しやすかったことはいうまでもない。事実,昭 和16年10月
頃 より計画造船の企画,し たがって戦時標準船の選定作業 にあたった海務院
も,こ の船舶改善協会の標準船 をべ一スに,必 要な設計変更を くわえた上で
26)山縣昌夫 『戦争 と造船』鶴書房,昭 和18年,85頁。
27)船舶改善協会 『船舶改善協会事業史』昭和18年,317-318頁。
28)同上,347頁。なお,こ れらの標準船 は,助成施設で建造 された高速優秀船 と
比べて低速(10～13ノット)で あったが,第 一次大戦期の米英の標準船が戦後


















浦 賀 鋼管鶴 見 同 左 三光大 阪 三菱 下関 三菱神戸 播 磨 三菱横浜 浪 速
資 料:牧 野 ・福 井編,前 掲 書(下),X474頁。
あらためて(第1次)戦 時標準船 として選定す る作業に入 り,建造担当の民
間造船所に設計変更 を割 り振 った。か くして,船 舶改善協会の貨物船 に関す
る標準船型Aか らFは 戦標船のAか らFと なり,こ れに続行船 として民間造
船所で建造 されていた鉱石船 と油槽船のなかか らそれぞれ1種 類 と3種 類が
髄 選択され識 標船のK型およびT型 となったのであ碧.第1次 鞘 騨
船の主要な要目を,そ の設計担当造船所 とともに一覧すれば,第4表 の とお
りである。
この ような選定経緯から第1次 戦標船 は平時戦標船のたんなる焼 き直 しに
す ぎない ともみ られる側面があった。ちなみに,計 画造船の遂行主体 となる
海軍の艦政本部第4部 に所属 した一造船技官の手記 によれば,こ の第1次 戦
標船選定に関連 して,そ の設計 を担当 した一部造船所についてつぎのような
評価が下 されている。すなわち,「第一次戦標船ARS型ハf差 当 リ川南香焼ダ
ケデ建造 スルコ トニナッテヰテ,同 社ハ其 ノ設計担当 ヲ依頼サ レタガ,新 規
設計 ノ能力 ナク,従 来同社建造ノ改善協会A型 標準船 ノ図面 ヲ複写シタ程度
Boa
二止 マ ッタ」。 あ るい はまた,「E,F型 ハ弱体 造船所 ガ設計 ヲ担当 シタカラ,
特 二簡 易化等改正 ヲ企 図セ ラレナ カ ッタ。……TS型 ハ弱体造船所 ノ設計 デ
29)小 野 塚,前 掲 書,114-111頁。
30)牧 野 ・福 井 編,前 掲 書(下),1457頁 。
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31}
アルカラ,従来通 リノ設計 ヲ踏襲 シタニ過ギナイ」。か くして,こ の艦政本部
関係者の手記 によれば,「第一次戦標船ハ,簡易化及資材節約二関スル海務院
当局 ノ方針ガ不徹底デ,… …結果二於 テハ単二種類 ヲ10種二限 ッタ他,得 ル
32)
所ハ無カッタ」 とまで酷評 されている。
しか しなが ら,こ の艦政本部関係者の評価の とお り第1次 戦標船 は平時標
準船 となんらの違い もな く,た んなる焼 き直 しであった,と い うわけではな
く,両者の問には非常 に大 きな違いがあった。それは平時標準船がその使用
する資材や部品の規格 を定めて設計 されたので はなかったのに対 して,第1
33)
次戦標船 は資材,部 品の制式化 を前提に詳細設計がなされたことである。つ
まり,さ きの船舶改善協会が率先 して選定した標準船 は,そ の船型,主 要寸
法,主 要性能についての骨格 を定 めただけで,使 用される資材や部品につい
ては規格化 されていなかった。 したがって,建 造のさいにまちまちの資材,
部品が設計製造 されたために,標 準船 とはいいなが ら,船 主や造船所が異な
ればそれぞれ詳細 において異なる船舶が建造 されたのである。 これに対 して
第1次 戦標船 は,艦 艇の建造のさいに海軍で採用 されていた資材,部 品の制
式をはじめて商船に適用 して設計がされた。 このため,ど の造船所で建造 し
ても同0規 格の船舶が竣工することになったのである。 したがって,量 産化
の第1歩 は,平 時の標準船の採用 というよりも,第1次 戦標船の設計 にあっ
たといえよう。 しか もy艦政本部 は戦標船の生産割 り当てのさいに種類を限
34)
定 し,同 一船種の多量建造 をおこなえるように配慮 した。か くして,同 一規




33)西 島 メ モ(12頁)。
34)牧 野 ・福 井 編,前 掲 書(ド),1593頁 。
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さらに,第1次 戦標船 と平時標準船 との間 にはa船 型の簡易化について も
違いがみられた。た とえば,B型 船 の設計を担当 した浦賀船渠の当時の関係
者によれば,「船体構造 の新規 と,鋏鋲の新配列法 と,電気熔接の高度利用 と
によって,鋼材 は1隻 に付350聴を減 じ……,船体の縦強力 は平時標準船 に比
35}
べ17%を増 して」いたという。 しか しながら,こ のような簡易化 は設計 を担
当した造船所の能力 によって まちまちであ り,そ の意味ではさきの艦政本部
の一関係者の回顧に もあるように,第1次 戦標船の選定時には思い切 った船
型の簡易化 は全体的には達成 されてはいなかったといえよう。船型の簡易化
への動 きは,昭 和17年(1942)7月,勅 令 により造船事務が海務院から海軍
へ と大幅 に移管 され,艦 政本部が計画造船の名実 ともに実行機関 となって以
降,急 ピッチで進んだ。 その過程 は,第1次 戦標船の簡易化 を経て,戦 標船
の再設計,つ まり第2次 戦標船 の選定 という経緯をたどった。以下,そ の主
な簡易化の経過 と要点を簡単にまとめてお こう。
昭和17年8月,艦 政本部 は造船統制会 に組織 された技術委員会 との連係の
下に,第1次 戦標船の簡易化に着手 した。船体部 に関するその要点は,① 舷
弧 を直線型 とする,② 梁矢を廃止する,③ 前後部の水線上肋骨 を直線 とする,
36)
などであった。つまり,水 はけを考慮 して複雑な曲面 をもっていた鋼板部分
や,水 の抵抗 とは直接関わらない部分 を直線型 とすることによって,鋼 材の
曲げ工程 を省略 しようという簡略化の方法が とられたのであった。 さらに,
17年末には第1次 戦標船 に関する第2次 の簡易化がなされたが,そ のお もな
点 は,① 二重底,隔 壁,お よび第二甲板 の一部 を廃止,② 諸室礒装 の徹底的
な簡易化,な どであ り講 造 それ自体 に踏込んだ簡易化がなされ契.し か し
35)村田義 鑑 「戦 時標 準 船 の根 本 理 念 」 『船 舶 』 第15巻第6号(昭 和17年6月) ,
361頁。
36)牧野 ・福 井 編,前 掲 書(下),1449頁。
37)同上,1451頁。
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なが ら,ミ ッドウェー海戦 を転機 とす る商船の戦損増大は建造量の画期的な
増産 を要請 し,こ の ことはより徹底 した船型の簡易化から第2次 戦標船の設
計へ と建造計画を導 くことになった。
昭和17年10月,艦政本部第4部 長 を委員長 とする簡易船型研究委員会が組
織 され,そ れに海軍技術研究所,船 舶試験所,三 菱長崎造船所お よび造船統
38)
制会の関係職員が委員 として参加 し,第2次 戦標船建造の基本方針がつぎの
ように定 められた。
「(1)急速大量建造 ヲ主眼 トス。
(2)極力,資 材,工 数 ヲ節約シ,且 ツ輸送力ノ大ナルコ ト。
(3)諸装備ハ必要ノ最小限度 トスルコ ト。
(4>命数二対 スル考慮 ヲ極度二限定 シ,且ツ運航能率並二航海保安ノ性能
39)
ヲ若干低下スルモ,徹 底的二規格簡易化 ヲ図ルコ ト。」
この初 めて量産思想を明確に打出した建造方針の下に,貨 物船3種 類およ
び油槽船2種 類が第2次 戦標船 として選定 された。そ こに示 された簡易化の
　ラ
方針の要点 を挙げれば,つ ぎの とお りである。
一般配置:① 簡易化 と船腹増加のため船尾機関型 とする
②二重底 を廃する
構造関係:③ 鋼船規定に定 めた鋼材寸法 をできる限 り縮限する
④肋骨心距を拡大す る
⑤ ブロック組立 を容易 とし,同 一加工鋼板 を多 くするために,
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け同一 とする
⑥油槽船 には無肘板式縦肋骨式 を採用,ま た貨物船には上甲板
に縦肋骨構造を採用す る
礒装関係:⑦ 居住設備 を艦艇 の兵員居住 と同じく大部屋式 とする
⑧荷役装置 を単一化する
また,商 船の輸送力増大のために,肥 清係数を大 きくとることで排水量を
41)
増 し,船体機関の重量減少 とあいまって,載 貨重量の増大 を可能 とした。 さ
らに,使 用鋼材 に関 しては,節 約のためにつ ぎのような方針 をとった。すな
わち,① 命数を限定する方針から,従 来 は老齢船 にのみ許 された強度標準の
鋼材 を利用する,② 鋼板の使用 をで きるだけ抑 え,形 鋼 で代用す ること,③
幅,深,第 二甲板高,肋 骨高,臆 口の大 きさを鋼材寸法によって決定 し,返
42>
り材の発生 を減少 させること,な どであった。 これ らの方針にしたがって,
第2次 戦標船の設計 は,第1次 とことな り,「優秀ナル設計者 ヲ擁 スル民間有
4.i)
力造船所 ヲシテ之 ヲ実施 セ シメ」 る ことにな り,第5表 にみ られ る ような,
44}
第2次 戦標船の細 目が決定 された。
それでは,設 計の簡易化 によって,戦 標船の建造にどのような具体的な成
果が もたらされたのであろうか。 それをうかが うもの として,第6表 を掲げ
よう。同表は,第1次 と第2次 の戦標船建造 における使用鋼材量 をみたもの
である。 これによれば,ト ン当 り鋼材使用量 はy第2次 戦標船のほうが第1




44)なお,戦 時標 準 船 は これ 以 降 も第3次a第4次 と設 計 され るが,簡 易 化 の設
計 方 針 に つ い て は第2次 戦 標 船 と変 化 はな か っ た。 た だ,機 関 出 力 の大 きい 主
機 が 搭 載 され て,速 力 が第2次 船 よ りも高 速 化 した こ とが 主 な相 違 点 とな っ て
い る。 小 野 塚y前 掲 書,115頁。
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第5表 第2次戦時標準船の要目


























三 菱 横 浜
*ト ラ ン ク型**重 油使 用
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建 造時期 が昭和18年末時期 のs実 船 の一例 の数値 で,平 均 値 で はな
い 。
資料:牧 野 ・福 井 編,前 掲 書(下),1472-1473頁よ り作 成 。
型)ほ どの範囲で節約が な されてい る ことが明 らかであ る。 い うまで もな く,
使 用鋼材 量 の節約 は造船工数 の減少 に結 びつ き,引 いて は建造期 間の短縮 を
もた らす。 ところが他 方,同 じ く第6表 によれ ば,そ の建造 日数 は このよ う
な使 用鋼材量 の節約以上 の減少 をみてい る。2E型 船 は もちろんの こと,鋼
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材使用量お よそ10%の節約である2A型 船や2TM型 船 についても,第1次
に くらべ約2分 の1に 建造期間が短縮 されている。 このことは,船 型 の簡易
化が使用鋼材量 の節約を とおして工数短縮=建 造期間の減少 をもた らす とと
もに,そ れ と同等あるいはそれ以上に,建 造工程 における簡易化(=改 善)
をとおして工数の減少をもたらしていたことを示唆する。 そこで,次 に民間
造船所における戦標船の工作法 についてみてい くことに したい。
皿一3戦 標船の建造工作法
ひ とたび標準船型が決められると,そ れ を大量 に生産するためにとられた
方法 は,さ きに も触れたように,造 船所が建造する船型 を限定 してi同 型船
を繰 り返 し建造 させ るとともに,建 造工事 のスピー ドア ップ=建 造工期 の短
縮 をはかることであった。第7表 は,同 型船の建造を手掛けた民間造船所 を
その建造隻数の多い順 に並べたものである。改E型 船 の建造専用のいわゆる
簡易造船所が,同 型船の建造隻数で上位 を占めているが,そ れにつづいては
第7表 同型戦時標準船の造船所別建造ランキング

































































順位 は同型船 の建 造隻数 に よる。
*2Eの 建 造隻数 も含 め る と改E型 船合 計150隻
とな る。
資料:小 野塚,前 掲 書,139-141頁よ り作成。
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造船 工数 と内訳 の合計工数が一致 しない(1番 船 につい
ては6,14番船 につ いて は200の差 が ある)が,原 表通 り
とした。
資料:小 野塚,前i掲書,663頁よ り作成。
2A,2TM,2TLと 第2次 戦標船 の建造 を割 り当て られ た既存 の大手造
船所 が リス ト ・ア ップされて いる。同型船 の建造 に よって建造工期 を短縮 す
る効 果が生 まれ る時,こ れ を同型船効果 と名付 ければ,表 に掲 げ られた これ
ら造 船所 はこの効 果 を享受 した とい える。 だが,同 型船効果 とは,具 体 的 に
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どのような作業の削減 によってもたらされるのであろうか。
いま,そ れを確かめるために,第8表 を掲げよう。同表の数値 は,2A型
船の建造割 り当てをうけた三井玉野 における,造 船工数 と建造 日数を1番 船
と14番船 とについてみた ものである。 これによると,2A型 船の建造 日数 は,
1番船が157日であったのに対 して14番船では54日と,およそ3分 の1近 くに
まで短縮 し,ま た造船工数 は6万2千 から4万6千 弱へ と,約4分 の1ほ ど
減少 している。造船工数の減少の内訳を船殻関係についてさらに詳 しくみる
と,加 工工程 に属する作業(現 図,罫 書,鉄 機～鍛冶)の 工数減少がおよそ
43パー セン ト,組立工程 に属する作業(取 付～填隙)の 工作減少がおよそ51
パーセン トとなっている。他方,蟻 装関係の工数はさほど減少 していない こ
とが分かる。 ここでいう 「現図」 とは,設 計図や工作図で示 された部材の一
品一品を実物大 に拡大 して型や定木 を制作 してい く作業である。 また「罫書」
とは,現 図で制作 した型や定木 を使 って,鋼 板上に形状 を描 く作業 をいう。
これが切出 されて部材 とな り,部材 は必要な加工(鉄 機～鍛冶)を 経て,船
体 に取 り付けられてい く。
これ ら一連の作業の中で,単 一の項 目別 にみて減少が大 きかったのは取付
と現図であ り,両者 だけで造船工数の減少の約57パー セン トを占めている。
現図の減少 は,同 型船効果の典型 といえるものである。 とい うの も,同 型船
を建造する場合,1番 船以降は同 じ型板や定木が繰 り返 し使用で きるために,
現図作業は大幅に省略可能 となるか らである。他方,取 付の減少については,
これをすべて同型船効果 としてみることは難 しい。同型船 を繰 り返 し建造す
ることによって,取 付の作業手順が合理化 され,結 果的に工数の減少 をもた
らした点は否定で きないが,三 井のケースにおける大幅な減少 は,組 立工程
自体における変革があったと考えるべ きであろう。つまり,ブ ロック組立作
業 と溶接工法の採用である。
冒頭でも述べたように,戦 後 日本造船業の発展 を説明するのは技術革新で
あ り,そ の中心におかれているのがブロック建造 と溶接工法である。 プロッ
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ク建造方式 とは,従 来 もっぱら船台でお こなわれていた組立工事 をなるべ く
船台以外の場所でお こなう方式,つ まり地上で部材 をあらか じめ適当な大 き
さのブロックに組み立て,そ れを船台で組合せてい くという建造方式である。
この方式の採用 には,地 上組 み立てのための場所 としてかな り広い面積が必
要であ り,ま た起重機,鋼 材加工機械 な ど施設面での充実が前提条件 とな
っ裂.他 方,溶接工法 とは調 板の接合を従来の鋏銅 潜 えて電気溶接でお
こなう方法で,使 用鋼材の節約,船 体重量の節約,ひ いては載貨重量 の増大
46)
をもたらす という利点が認 められていた。 これ ら二つの技術革新 は,戦 後に
日本の造船業 に導入 されたわけではな く,すでに戦時中に,し か も民間造船
所での戦標船の建造 に際 してかな りの規模 にわたって導入 されたのである。
その具体的な様相 を,さ きの第7表 で掲げた同型船 を多 く建造 した造船所の
い くつかについて,よ り詳 しくみていこう。
〈日立桜島〉
同工場 は2TM型 油槽船の量産 を割 り当て られた。 これにともない船台の
頭部に組立場 を設 け,船 台間に20トンと16トンの トラベ リングクレー ン各2
47)
基 を増設 して合計10基とし,ブ ロック建造方式の採用に踏切 った。なお,戦
時中には当初計画通 りの完成をみることな く終戦 を迎えた新設の神奈川工場
では,鋼 材の陸揚 げか ら蟻装にいたるまで流れ作業方式による,ブ ロック別
溶接の建造方式が採用 され,建 造 ドックも雨天で も作業可能な屋内式 とする
45)村田義鑑 「船腹急速増産 と工事簡易化」『船舶』第17巻第7号(昭 和19年7
月),515頁。
46)戦前で も,鋲 接に替 るに溶接の利点 はすでに認識 されていたが,技 術,技 能,
設備などの問題から,溶 接の採用は海軍 を中心に艦艇の建造 において進 められ
ていた。戦時に入 って,工 数 と材料の節約のために,小 艦艇 の建造で は全溶接
ブロック建造方式が用いられたが,溶 接自体は半 自動溶接のままであった。 日
本造船学会編 『昭和造船史』第1巻,原 書房,昭 和42年,648頁。
47)日立造船株式会社編 『日立造船百年史』昭和60年,209-210頁。
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など,近 代的な工場 レイアウ トが施 されてい禦。
〈浦賀船渠〉
浦賀工場 では2TM型 油槽船の建造が割 り当てられたが,こ れは同工場 に
とってはじめての油槽船の建造であった。 これにともない,隔 壁,外 板,甲
板,ガ ーダーな ど,ブ ロックとして建造が可能な部分にブロック建造方式が
導入 され,そ の1ブ ロック当た りの重量 も15トンに達 した。 またブロック建
造 にともない,地 上溶接が多 く取 り入れられた。 さらに油槽船の構造設計で
は,ト ランク甲板か ら平甲板へ と工事簡易化のための変更がなされ,こ れ ら
の結果,1番 船 に較べ10番台の船の建造 は,工数で56,完成重量で7.2,鋏鋲
数で35,繍 瀦 延長で11各パーセン トの節減が もたらさ濃 。
〈三 井造船 〉
三井 で は戦前 か らすで に溶接 法 の開発が お こなわ れ,大 正10年(1921)に
煙 突 の溶接 か ら はじまって,大 正15年には隔壁,室 壁 を溶接,ま た昭和5年
(1930)には油槽船 の溶接 をお こない,油 密性 に自信 を深 めた とい う。 また
昭和9年には製漸 を設け諮 接棒の自社製作晴 手してい黙 鞘 に入り,
第2次 戦標船型決定 とともに,玉 野造船所では2A型 の生産割 り当てがなさ
れたが,同 型船の本格的な量産 は,必 要設備の改善 と拡充が完了 した19年1
月以降であ り洞 年2月 からは月産3勤 §目標 とされてい突.こ のr_を 可
能 としたのは,厚 板の接手に溶接を取入れたことに くわえsブ ロック建造方
52)
式 を採用 した こ とによってい た。
48)「司上,208頁。
49)『浦 賀 船 渠 六十 年 史』 昭和32年,349--351頁。
50)『三 井 造 船 株 式 会 社50年史』昭 和43年,549頁。 昭 和11年に は,玉 野造 船 所(三
井 造 船 の 前身 〕 は ロイ ド船 級 協会 の溶 接棒 承 認 試 験 に合 格 した。
51)同上,82頁 。
52)同上,549頁。三 井 造 船 で は,径13ミ リ,長 さ3メ ー トルの 大径棒 を 自動 送 り
す る装置 を開 発 して,溶 接線 ヒに張 られ た ワ イヤ ー に この 装 置 を引 っ掛 け て厚
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〈三菱横浜〉
横浜船渠は,み ずか らが設計 した1TM油 槽船13隻を建造 したが,こ の建
造にあたって設備や工法で とくに新 しい局面 を展開 した というわけではなか
った。同事業所では太平洋戦争以前にすでに部材の組立 ならびに溶接技術 を
導入 してお り,戦標船の建造にもそれを応用 したにすぎない という事情があ
ったか らである。すなわち,ブ ロック化については,作 業性の悪い部材や構
造物の組立 を鉄機工場の隣や船台前であ らか じめお こなった上で,船 台上 に
53)
運搬するという方式が取付職 を中心に自然発生的におこなわれた という。自
然発生的 というのは,こ の組立が船殻 の_.工程 として明確 に組込 まれていた
わけで はな く,あ くまで作業手順の工夫 として現場の職制の裁量 によってお
こなわれていた という意味である。 それに対 して}溶 接については,す でに
大正9年(1920)に蟻装品の一部に溶接を採用 したことに始 まって,溶 接技
術習得のためアメリカGEへ の技師派遣(昭和5年),新 造船部門の.=制 と
しての溶接工場の設置(昭 和8年)を へて,昭 和13年(1938)には新設 され
た溶接工場での研究体制が強化 され,溶 接技術の研究や溶接棒,装 置の開発
54)
および技術指導がお こなわれた。 しか し,溶 接の適用 は小型船を中心にお も
に内部材 に限 られてお り,溶接使用率 も戦前 は最大限20パー セン トまでであ
55)
っ た 。
以上の造船所 は,い ずれ も既存の大手造船所ないし中堅造船所 ともくされ
る造船所での量産船 の建造に関するものであった。っぎに改E型 船の量産 の
ために建造された,い わゆる簡易造船所について,そ の建造工法 をみていこ
板 を溶 接 した。




う。 ここで具体的に取上 げるのは,工 作上当時 として は革新的 とみ られた三
菱若松造船所 と播磨造船松の浦工場である。
〈三菱若松造船所〉
若松造船所 は,若 松市北港埋立地の八幡製鉄所用地 の一部を借用 して建設




八幡製鉄所か ら艀で運搬 された鋼材 はいったん鋼材置場 に揚げられた後,
船首部(第1ブ ロック),中央部(第2～ 第4ブ ロック),船尾部(第5プ ロ
ツク)の 各 ブロック組立工場へ と配分 され,そ こで加工,溶 接のうえ小 ブロ
ックに組立 られた。 これ ら小ブロックは,さ らに船首部 ←一つ),中 央部(三
つ),船尾部(一 つ)か らなる五つの輪切 り大ブロックに組立て られた。 ま
た,こ の間に必要な議装の一部がなされた。
② 船体結合
五つの立体大 ブロックは,船 体連結線に台車 によって横移動 した後,ゴ ラ
イアスクレーンによって連結線上 に運搬 され,結 合 されて…つの船体 を構成
した。その後進水前の礒装 を含めた仕上工事がおこなわれ,進 水台にのせ ら
れた。
(3)機関の積込み ・礒装
主機,主 缶,補 機な どは結合以前の第5ブ ロック(船 尾部)に 直接搭載,
据 え付 けされ,結 合後 に必要な礒装がお こなわれた。
(4)溶 接
船体構造 はほ とん どが電気溶接によ り接合 され,輪 切 りブロックの接合,
およびスターンフレームやステムの外板 との接合だけが鋲継手であった。電
56)以下 の叙 述 は,断 りの な いか ぎ り,三 菱 重 工 業 株 式 会 社 『若 松 造 船 所一 歴 史

















資 料:三 菱'重工 業 『若松 造 船所 』18頁。
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気溶接器 は内業工場 に133台a外業工場 に76台,その他礒装用な どを含めて合
計252台装備 された。 また,船 体 を構成す るブロックの総数 は131個で,そ の
溶接長の合計 は6,400メートル,う ち内業加工で5,500メートル,外 業加工で
900メー トルであった。
このように,若 松造船所では,改E型 船 の簡易造船所 とはいえ,建造方式
では当時 としては画期的な工作法 を採用 していた。すなわち,電 気溶接 によ
るブロック建造方式の全面的な採用,進 水するまでの段階ですべての礒装 を
完了す るという先行礒装,さ らに鋼材 の搬入から進水 まで一貫 した流れ作業
方式を可能 とす る工場 レイアウ トとそのための運搬設備の充実な ど,戦 後の
日本造船業 の技術革新の主要部分 をすでに取 り込んだ先端的な工作法が盛 り
込 まれていたのである。
〈播磨造船所松の浦工場〉
松の浦工場 は相生市松の浦市有埋立地に建設 されたが,そ のレイアウ トを
示す と第2図 のようになる。船台は東西方向におのおの1船 台が設 けられ,
船台の間に加工場が置かれた。船体 はほ とん どが溶接構造で,加 工場内です
べてのブロックを完成することとしs船 台作業 は極力減少 された。そのお も
らの
な工作法の流れはつぎの とお りである。
(1)水切 り場に陸揚げ した鋼材 は加工工場 中央に運搬 され,そ こか ら東西に
それぞれ流されて,順 次加工から小組立,大 組立 された。ガス切断,穿 孔な
どはすべて治具によるノーマーキング方式が採用された。 さらに,工 場内の
機械設備 はアセチレンガス切断器や電気 ドリルな ど限 られたものしかなかっ
たが,運 搬手段 としてモノレールの電動ホイス トが多数設置 されてブロック
の運搬がお こなわれ,ま た船台への搭載 もタワークレーンによってなされた。
(2)船台の工程 は4工 程からな り,建造工程が進むにつれて縦方向に船体 を
57)以下 の叙 述 は,断 りの な い限 り,『播 磨 造 船 所50年史 』 昭 和35年,163-172頁,












































































































































































































































エア ・ウインチで移動 し,流 れ作業方式 による建造がお こなわれた。第1工
程では,船 体中央部 の低部が固められ,第2工 程では船側外板,隔 壁が取 り
付けられ,第3工 程では上甲板お よび船首構造が付 けられ,第4工 程で は船
橋が搭載 され,蟻 装が主 としてお こなわれて船台から進水 した。後 になって,
隔壁 の取付 は第1工 程に,主 機の搭載は第2工 程にと,そ れぞれ前倒 しで繰
込 まれるようになった。
以上のような工作法ならびに技術の向上の結果,起 工か ら進水 までの建造
日数 は当初70日であったのが,16日までに短縮 し,東 西両船台で交互 に2日
目ごとに1隻 が進水するにいたった。 また工数 も当初の1隻 平均13,000人・
工か ら減少 して,6,000人・工へ と半減 した。
以上述べたように,そ の導入の程度 に差 はあるもののs溶 接構造 とブロッ
クの組立 ・取付 という建造工法 は}大 手の造船所 を中心 にして戦標船の建造
に導入 されていた ことが明 らかである。概 していえば,量 産指向の強い,し
たがって簡易化の徹底 した船舶 ほど,こ の新たな工法の導入が取入れ られる
度合いが強かった といえるが,そ れ も各造船所 ごとに育 まれて きた技術 レヴ
ェルに応 じて採用 されたのであった。つ ぎに取上げるべ きは,こ のような造
船所での新 たな建造工法の採用 は,造 船所相互間あるいは公的機関 との技術
交流によって促進 されたのであろうか。本節の最後 として,戦 標船をめ ぐる
技術の交流 について言及 しておこう。
皿一4技 術 交 流
造船技術 に関す る情報の公開あるいは交流は,標 準船の建造が大 きな契機
となっているように思われ る。すなわちsい ま造船技術 を設計 と生産(工作)
の二つに大別で きる とすれば,前 者の設計情報 に関 しては,す でに触れた平
時標準船 について公開原則 の体制が とられ,廉 価な手数料 を支払えばどの造
船所 も標準船型の設計図書を入手で きた。 このように 「従来造船所毎に秘密
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を厳守 して門外不出を標榜 したる造船設計 を公開 して之を二,三 流造船所の
要請 にも応 じ汎 く配付」するシステムをとったことは,「我造船史上画期的の
58)
ことに属す」 と評 され る出来事であった。戦時 に入 り,こ の標準船 をもとに
設計 された戦標船の設計図が,各 船型 ごとに詳細設計 を担当 した造船所か ら,
海軍 によって建造 を割 り当て られた造船所 に配付 されたことはいうまで も
な59)aoそれゆえ,平 時あるいは戦時 とも騨 船に関す る限 り,設計龍 の公
開についてはかな りオープンな体制が とられた とみることができよう。
しか しなが ら,そ の設計図に もとついてどのような手順で どのように生産
してい くかの,工 作面 に関する技術指導や情報交換 に関 しては,当 初 まった
くといっていいほど手つかずの状態であった。開戦当初 における建造実績が
期待 どお りに進捗 していかなかったことか ら,海 軍で はようや く設計情報の
提供のみならず,そ の工作面でのてこ入れをはかる必要に気付いた。艦政本
部 による技術指導 一その中心 は短期建造方法一 や技術の交流 については,そ
の詳細があまり明 らかではないが,い くつかの トピックを挙 げれば,つ ぎの
ようである。
〈技術指導〉
昭和17年10月,戦標船 の建造方法の指導 と続行船打切 り決定の準備作業 と
を目的に,庭 田技術中将を団長 とす る艦政本部調査団が組 まれ,全 国の甲造
船所 の視察ならびに技術指導がおこなわれた。指導の内容 は,す でに海軍工
廠で実施 されていた,資 材や部品の制式化 を前提 とした工数統制法や材料管
理法などの工数 ・管理手法が民間の造船所 に紹介 されるとともに,量 産のた
58)船舶改善協会,前 掲書,316頁。
59)西島メモ(166頁)。なお,造 船所の技術 レヴェル,と くに溶接技術の習得状
況への配慮か ら,戦 時標準船の工作図面 は鋲構造 を基本 とし,「一流」造船所 に
割 り当てた船型に関 してのみ最初から溶接構造で設計 された という。 また,改
E型船 は最初から溶接構造 の設計であった。
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艦政本部が中心 となって,船 型 を中心 とした研究会が開催 され,関 係造船




二於テ,同 所 ノA型 船建造 ノ資料 ヲ基 トシテ,主 要造船所 ノ造船技術者 ヲ参
s1)
集セシメテ,量 産方策二関スル研究会 ヲ開イタ」。
「波止浜船渠大井工場建設研究会」。昭和19年。 この研究会 は,19年初頭 に
決定 されたD型 船の中規模量産工場建設 にあたって,従 来の量産船種TL,
A,2TM,E型 の生産に従事 した関西以西の主要造船所の技術者が参集 し
て徽 されたものであり,量産に向けた理想的な蝪 設計が検討さ濃 。
「D型船建造研究会」。昭和19年7月。同研究会 についてはつぎのように述
べ られている。「中型船ノ要望益々熾烈 トナ リツツアリ,又之等ノ船 ヲ建造 シ
ツツアル中流造船所二於 テモ漸ク施設二於テ又経験二於テ技術的二論 ジ得ル
状況二至 ッタノデ,之 等 ノ業者 ヲー同二会シ,研 究会 ヲ行ナウ ト共二,代 表
63)
的ノ工場 ヲ見学スル催 シヲ行ナッタ」。
これ ら一連の研究会 における技術の公開によって,「一流造船所 ノ技術施設
ヲ公開シ得 タ ト共二,二 流以下ノ造船所二対 シテハ,嘗 テナイ啓発ノ機会 ヲ
60)西島 メ モ(156頁)お よび牧 野 ・福 井 編,前 掲 書(下),1430-31頁。
61)牧野 ・福 井 編,前 掲 書(下),1432頁。
62)同上,1432--1433頁。 しか し,こ の工 場 は終 戦 まで に完成 され なか っ た。小 野
塚,前 掲 書,256頁。
63)牧野 ・福 井編,前 掲 書(下),1433頁。
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64}
与エタ」 と,艦政本部 は評価 している。
このような技術指導な り技術 の公開 は,そ の主たる目的が 「二流以下ノ造
船所」に対す る 「啓発」な り作業方法の改善 にあったように思われる。ちな
みにこれ ら造船所 は,さ きに引用した文章の中での艦政本部の評価 にしたが
えば,昭 和19年度後半 にいたるまでは 「施設二於 テ又経験二於テ技術的二論
ジ得ル状況二至 ッ」てはいなかったのである。 これは戦時標準船の簡易設計
に関する 「一流」 とそれ以下の造船所の能力についての,艦 政本部の評価 と
見合 った ものである。設計ならびに工作面について大手 と中流以下 との間で
は隔絶 した差があ り,ま た艦政本部の技術 の指導や公開が 「中流以下」の造
船所のレベルアップに向けられていたことは,当 時の技術交流が先端的な技
術をめ ぐるものではなかったことを意味 している。さらにまた,「一流」と目
された造船所間での技術交流 も,A型 船 について触れ られるだけで,さ らに
その成果 については積極的な言及がなされていない。「0流」造船所 は,戦 前
と同 じく戦時中で も,い わば孤立 した技術 の開発をおこなっていたことが示
唆される。事実,船 舶 の大量生産 を議題に昭和19年半ばに開かれた造船関係
者による座談会で は,そ のような大手企業の孤立 した技術開発の姿が語 られ
ている。すなわち,
【古武[弥 輔=三 菱造船長崎造船所造船部長]】「設計 も工作 も一緒 にな
って,そ の方の図面 を統一することも大事ですね。技術の交流 というこ
とは大量生産の上で大切 なことです。 実 はこういうことがあるので
す。……[高 松宮が軍令部員の資格で造船所を訪問の際一引用者補]こ
ういうことを仰せ られた。三菱の各造船所間 に於ては,技 術の連絡会議
といったものをやっておるか,と いうことだったのです。私 は,こ の御




【吉識[雅 夫:東 京帝国大学助教授]】「三菱にして然 りですかね。 しか
し,同 じ型の船 については工作研究会 はやってお られ ますね。」
【村田[義 鑑:浦 賀船渠浦賀造船所造船部長〕】「恐 らくやっておらぬで
すよ。」……
【吉識】「黒田君の所 はどうですか。」
【黒田[寂隆:日 立造船]】桜島 も因島 も全然連絡 はとっていないようで
65)
す ね 。」
結局,「一流」造船所での先駆的な技術 な り工作法 は,当 該 「造船工場」の枠
内にとどまり,戦 前,戦 中においては 「社内」 にさえも広がってい く契機 を
もたなかったように思われる。
IVお わ り に
以上,戦 時における戦標船の建造 について,と くにその量産化 を可能 とし
たと考えられる要因について検討 して きた。 このことから全体 としての,戦
前期 日本造船業の技術水準 は,戦 後 との比較 においてどのように位置付 けら
れるのであろうか。い くつかの要点 を指摘することで,本 稿のまとめ とした
い 。
第一 に,戦 前 と戦後の造船技術の連続性 について。戦後の造船業の技術革
新が溶接 ブロック建造法に求め られるとすれば,こ の建造法 は戦後 日本の造
船業にまった く新規 の工法であった ということはで きない。すでにみたよう
に,大 手の造船所では1920年代初頭から溶接技術の導入,開 発を手掛 け,戦
65)「(座談 会)船 舶 大 量生 産 方 式 の構 想 を語 る」 『船 舶 』 第17巻第7号(昭 和19
年7月),536頁 。
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標船の建造では溶接 による接合が船体 のかな り広い範囲にわたって用いられ
た。 また,ブ ロック建造 にっいて も,自然発生的におこなわれていた部材の
小組立程度の段階か ら,新設の造船所を中心に,船 台期間の短縮 を目標にブ
ロック建造や,さ らには先行蟻装方式さえもが意識的に試みられ,そ してそ
れは大量生産 とい う点ではかなりの成果をおさめることがで きたのである。
第二 に,戦 前 と戦後の造船技術 の格差について。戦時 に試みられた これ ら
建造工法 は,ま さに戦時 という特殊事情のもとで採用された ものであ り,平
時での建造方法 としてそのままで通用するわけではなかった。た とえば,電
気溶接一つ採 り上げてみても,こ れが戦時に急 ピッチで採用されたの は,鋼
材の節約 もさることなが ら,鋲 打ちのための熟練工が不足 し,ま った くの素
66)
人で も扱える接合技術 として導入 された という事情 は無視で きない。 しか も,
手動ないしせいぜい半 自動の溶接機 によって接合 された船舶 は,戦標船 とい
う船体構造が極度に簡易化 された小型船舶が主であ り,戦後展開され るよう
な大型商船の溶接ブロック建造 を可能 とするには,船舶設計,溶 接技術,使
用鋼材,運 搬設備,工 程管理 など多方面にわたるい くつもの困難な技術的ハ
ー ドルを超 える必要があった。だが大急 ぎで付言すれば,こ のような戦前 と
戦後の間に横たわる技術的な格差 は日本造船業 にだけ特有な ものではな く,
溶接技術面で先端 を歩 んでいた欧米の造船所 も,戦標船の建造 をとおして戦
後同 じような技術的な困難に直面 したのである。 そういった意味か らすれば,
戦後 になって造船技術 として大 きく展開される溶接ブロック建造工法は,欧
米 と日本 に対 して,等 しく新たな技術的課題 として呈示されたといえる。
66)ちなみに,溶 接採用率のもっとも大 きかった改E型 船建造 の主要労力には,
囚人があてがわれた。すなわち,「改E型 船建造所は建設工事に囚人を大量に使




第三 に}技 術交流が果た した役割 の評価。技術交流 についてはすでに触れ
たように,先 端的な技術問題 に関する共同研究 とか新たな船舶設計の共同開
発 とい うような交流 は,官 民 ともに戦時 においてはなかった ということがで
きる。民間レヴェルでの先端技術の開発 は,す でに紹介 したような同一企業
内での情報交換のエ ピソー ドか らして,個 々の造船所単位で,離 散的におこ
なわれていたと思われる。その意味では,産 学官が一体 となった幅広い技術
交流は戦後 に独 自のものであ り,戦時中にその素地が用意 された とはいいが
たい。
ただし,戦 時における技術 の交流があった とすれば,そ れはお もに,当 時
の先端的な工作法や生産技術 をもっていた海軍が,主 として,「一流」には届
かない造船所に対 しておこなった技術指導が考えられる。 これまで一般 に,
海軍の開発 した技術 は建艦技術であ りsそ れは商船 の建造技術 とは関わ りの
ないものである,と 考 えられてきた。 しか し,海軍か ら民間造船所に技術指
導 という形で移転 された戦時の技術 は,建 艦技術に関するものではな く,戦
時標準船 という規格化 された船舶の量産化 に向けた工法 と管理技術であった。
いわゆる 「中流」の民間造船所 はここで船舶の量産化の技術 をはじめて学ぶ
機会 を得た といえるのであって,そ の意味では,海 軍 による技術指導 は,日
本造船業の技術的な底上 げに貢献 したと考 えられる。
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